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１ 　 山形県農林水産業の基本的な指標

年次 単位 山形県 全国 対全国比 全国順位 備　　　　考

総　面　積 R3 ｋｍ２ 9,323 377,975 2.5% 9位
国土地理院「全国都道府県市区町村別
面積調」(R3年7月1日現在)

農 農 耕地面積 R3 ｈａ 115,800 4,349,000 2.7% 11位
ピークは　153,900ｈａ(Ｓ43-45年)、
H30:117,700、R1:117,300、R2:116,900

地 　　　　　田 R3 ｈａ 91,600 2,366,000 3.9% 9位
ピークは　117,100ｈａ(Ｓ45年)、
H30:93,000、R1:92,600、R2:92,200

業 　　　　　畑 R3 ｈａ 24,200 1,983,000 1.2% 19位
ピークは　 42,597ｈａ(Ｓ2年)、
H30:24,700、R1:24,800、R2:24,700

総農家１戸当たり耕地面積 R3 ｈａ 2.92 2.49 117.4% 4位 試算＝耕地面積（R3）／総農家数（R2）

作付け（栽培）延べ面積 R2 ha 105,500 3,991,000 2.6% 11位
H27:108,300、H28:107,500、H29:106,800
H30:106,200、R1:105,800

耕地利用率 R2 ％ 90.2 91.3 21位 Ｒ2作付け（栽培）延べ面積／Ｒ2耕地面積

荒廃農地 R2 ha 2,443 281,910 0.9% 35位
H26:2,492、H27:2,474、H28:2,339、
H29:2,391、H30:2,532、R1:2478

総世帯数 R2 戸 398,358 55,719,562 0.7% 38
総務省「令和２年国勢調査（速報値）」
R2.10.1現在

総農家数 R2 戸 39,628 1,746,990 2.3% 20 H27：46,224　ピークは117千戸(S35年)

販売農家数 R2 戸 26,796 1,027,782 2.6% 18  H27：32,355　ピークは71千戸(H2年)

農業経営体数 R2 経営体 28,241 1,075,580 2.6% 18 H27：33,820

個人経営体 R2 経営体 27,233 1,037,231 2.6% 18 H27：32,903（家族経営体）

主業経営体 R2 経営体 7,698 230,844 3.3% 8 H27：9,077

準主業経営体 R2 経営体 4,065 142,528 2.9% 12 H27：8,077

団体経営体 R2 経営体 1,008 38,349 2.6% 12 H27：917（組織経営体）

法人数 R2 経営体 626 30,700 2.0% 22 H27：528

農地所有適格法人数 H31 法人 427 19,213 －
H7:67、H12:103、H17:130、H22:192、
H27:268、H30:387 各年1月1日現在

集落営農組織 R3 組織 479 14,490 3.3% 13位
H19:246、H22:429、H25:455、H27:443、
H29:515、H30:481、H31:487、R1:489

農業就業者 R2 人 43,186 1,600,906 2.7% 15

基幹的農業従事者 R2 人 39,034 1,362,914 2.9% 12 H27：46,060　ピークは252,983人(S35年）

うち65歳以上比率 R2 ％ 68.3 69.6 32 H27：60.1％

認定農業者数 R1 経営体 9,400.0 233,806.0 4.0% 6位
Ｈ12:5,355、Ｈ17:7,300、H22:8,550、
H28:10,175､H29:10,100、H30: 9,966人
各年度3月末現在

うち個人経営体 R1 経営体 8,848.0 207,726.0 4.3% 6位

うち法人経営体 R1 経営体 552.0 26,080.0 2.1% 20位

新規就農者数 R3 人 357 － － －

うち自営就農者 R3 人 143 － － －

うち雇用就農者 R3 人 214 － － － (前年6月～当該年5月）

R1 戸 5,250 83,767 6.3% 4位
Ｈ17：5,302、H22:9,912、H27:7,399、
H29:6,732、H30:5,837戸 各年度3月末現在

R2 戸 7,851 － － －
Ｈ17:5,088、H22:8,012、H27:8,167、
H30:8,525、R1:8,100戸 各年度3月末現在

R2 戸 113 3,790 3.0% 9位
Ｈ17:187、H22:183、H27:157、
H30:122戸、R1:117戸 各年度3月末現在

H27 ha
47,591

（30,628）
　－

　（1,087,087）
　－

　（2.8%）
　－

　（9位）

H27 ％
56.3

（36.2）
－ － －

H27 戸
26,441

（19,845）
　－

　（952,793）
　－

　（2.1%）
　－

　（18位）

H27 ％
57.2

（42.9）
－ － －

農
業
労
働
力

担
い
手

Ｈ12：124、Ｈ17：152、Ｈ22:226、H25:251、
H26:264、H27:280、H28:300、H29:309､
H30:344、R1:348、R2:353人

項　　　　　目

中
山
間
地
域
の
現
状

経営耕地面積（販売農家）

総農家数

対全県比

対全県比

農林水産省「2015年農林業センサス」か
ら算出
（　）は旧市区町村単位で集計した数値
（農業地域類型一覧表（H29年改定））

環
境
保
全
型
農
業

エコファーマー数

特別栽培認証農家数

有機栽培認定農家数

農
業
経
営
体
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（36.2）

H27 戸
26,441

（19,845）
　－

　（952,793）
　－

　（2.1%）
　－

　（18位）

H27 ％
57.2

（42.9）
－ － －

地
域
の
現
状

総農家数

対全県比

ら算出
（　）は旧市区町村単位で集計した数値
（農業地域類型一覧表（H29年改定））

収穫量等

山形県 全国 対全国比 全国順位 山形県

県(国)内総生産額(名目) H30 億円 42,759 5,483,670 0.8% － H13からH27までのピークは　41,539億円(H19年)

農 農業生産 R2 億円 2,508 89,521 2.8% 13位 収穫量（R2）
S60:3,358、H7:2,690、H12:2,372、H17:2,125、
H22:1,986、H27:2,282、H30:2,480、R1:2557億円
ピークはS60

農 米 （水稲） R2 億円 837 16,553 5.1% 4位 402,400ｔ S60:1,903、H7:1,298、H12:1,056、H17:951、H22:697、
H27:752、H30:835、R1:898億円　収穫量順位：R2 4位

業 穀 大　豆 R2 億円 10 405 2.5% 10位 5,550ｔ S60:18、H7:7、H12:21、H17:14、H22:10、
H27:9、H30:8、R1:12億円　収穫量順位：R2 10位

産 物 そ　ば R2 億円 4 71 5.6% 5位 2,180ｔ H12:3、H17:5、H22:6、H27:4、H30:6、R1:7億円
収穫量順位：R2 5位

業 出 野　菜 R2 億円 465 22,481 2.1% 18位 収穫量（R2）
S60: 295、H7: 387、H12: 359、H17:304、
H22:360、H27:383、H30:472、R1:460億円

額 すいか R2 億円 58 580 10.0% 3位 28,500ｔ S60: 55、H7: 80、H12: 62、H17:46、H22:55、
H27:53、H30:62、R1:58億円　収穫量順位：R2 3位

・ えだまめ R2 億円 49 401 12.2% 1位 5,390ｔ S60: 8、H7:11、H12: 24、H17:25、H22:34、
H27:39、H30:45、R1:48億円　収穫量順位：R2 5位

生 トマト R2 億円 43 2,240 1.9% 16位 10,200ｔ
S60: 12、H7: 24、H12: 24、H17:24、H22:28、
H27:36、H30:44、R1:51億円　収穫量順位：R2 19位

産 メロン R2 億円 41 600 6.8% 5位 10,600ｔ S60:21、H７:52、H12:42、H17:34、H22:31、
H27:32、H30:41、R1:39億円　収穫量順位：R2 4位

量 きゅうり R2 億円 43 1,507 2.9% 8位 12,700ｔ S60: 29、H7:40、H12: 33、H17:24、H22:29、
H27:35、H30:41、R1:32億円　収穫量順位：R2 15位

ねぎ R2 億円 29 1,545 1.9% 18位 9,050ｔ H27:21、H30:33、R1:31億円　収穫量順位：R2 14位

アスパラガス R2 億円 21 287 7.3% 4位 1,770ｔ H27:16、H30:22、R1:22億円　収穫量順位：R2 6位

にら R2 億円 17 312 5.4% 6位 2,530ｔ H27:13、H30:16、R1:15億円　収穫量順位：R2 9位

果　実 R2 億円 729 8,741 8.3% 4位 収穫量（R2）
S60: 459、H7:539、H12: 496、H17: 424、
H22:490、H27:673、H30:709、R1:719億円

さくらんぼ R2 億円 333 417 79.9% 1位 13,000ｔ S60:118、H7:196、H12:215、H17:204、H22:233、
H27:337、H30:374、R1:362億円　収穫量順位：R2 1位

ぶどう R2 億円 158 1,732 9.1% 4位 15,500ｔ S60:112、Ｈ７:122、H12:90、H17:67、H22:88、
H27;111、H30:118、R1:123億円　収穫量順位：R2 3位

りんご R2 億円 95 1,547 6.1% 4位 41,500ｔ S60:159、H7:131、H12:95、H17:75、H22:64、
H27:115、H30:98、R1:102億円　収穫量順位：R2 4位

西洋なし R2 億円 62 90 68.9% 1位 19,100ｔ
S60: 8、H7:30、H12:50、H17:38、H22:47、
H27:55、H30:56、R1:59億円　収穫量順位：R2 1位

も　も R2 億円 44 592 7.4% 6位 8,510ｔ S60:25、H7:24、H12:18、H17: 16、H22:27、
H27:28、H30:31、R1:38億円　収穫量順位：R2 4位

か　き R2 億円 15 434 3.5% 9位 6,750ｔ S60:30、H7:21、H12:15、H17:11、H22:18、
H27:12、H30:13、R1:16億円　収穫量順位：R2 10位

花　き R2 億円 68 3,080 2.2% 12位 収穫量（R2）
S60:11、H7:40、H12:59、H17:67、H22:57、
H27:68、H30:69、R1:69億円

ば　ら R2 億円 12 137 8.8% 3位 1,470万本 S60:1、H7: 8、H12:12、H17:16、H22:11、
H27:15、H30:14、R1:12億円　出荷量順位：R2 3位

トルコギキョウ R2 億円 6 111 5.4% 6位 410万本 Ｈ７:2、H12:5、H17:5、H22:6、H27:6、
H28:7、H30:7、R1:7億円　出荷量順位：R2 5位

アルストロメリア R2 億円 5 35 14.3% 4位 643万本 H12:4、H17:5、H22:4、H27:5、H30:5、R1:6億円
出荷量順位：R2 3位

畜　産 R2 億円 376 32,279 1.2% 25位 飼養頭数（R1）※
生乳生産量（R2）

S60: 551、H7:352、H12:326、H17:318、
H22:335、H27:368、H30:361、R1:371億円

肉用牛 R2 億円 115 6,863 1.7% 18位 40,900頭 S60:147、H7:108、H12:89、H17:89、H22:95、
H27:118、H30:122、R1:122億円　飼養頭数順位：R2 18位

乳用牛 R2 億円 85 9,310 0.9% 21位 11,300頭 S60:127、H7:104、H12:96、H17:97、H22:89、
H27:84、H30:87、R1:87億円　飼養頭数順位：R2 20位

生乳 R2 億円 74 7,798 0.9% 21位 64,386ｔ S60:98、H7:96、H12:88、H17:87、H22:78、
H27:74、H30:72、R1:71億円　生乳生産量順位：R2 21位

豚 R2 億円 137 6,596 2.1% 15位 166,600頭 S60:216、H7:107、H12:103、H17:97、H22:117、
H27:125、H30:117、R1:127億円　飼養頭数順位:R2 18位

鶏 R2 億円 35 8,724 0.4% 37位 479千羽 H20:35、H22:32、H27:36、H30:33、R1:32億円
飼養羽数順位:R2 39位　　※成鶏めす羽数

R2 億円 932 33,604 2.8% 14位 S60: 1,595、H7:1,303、H12: 880、H17:854、
H22:750、H27:1,018、H30:1,080、R1:1,061億円

R2 千円 6,329 5,124 123.5% 8位
※R2産出額（2,508億円）/R2総農家数（39,628戸）
を用いて算出

R2 千円 2,352 1,923 122.3% 9位
※R2生産農業所得（932億円）/R2総農家数
（39,628戸）を用いて算出

※ 豚及び鶏の飼養頭数はＲ１値（農林業センサス実施年のため、Ｒ２調査なし）

単位
産　　出　　額　　等

項　　　　　目 年次 備　　　　考

生産農業所得

農家１戸当たり
農業産出額

農家１戸当たり
生産農業所得
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6,329 5,124 123.5% 8位 を用いて算出

R2 千円 2,352 1,923 122.3% 9位
※R2生産農業所得（932億円）/R2総農家数
（39,628戸）を用いて算出

※ 豚及び鶏の飼養頭数はＲ１値（農林業センサス実施年のため、Ｒ２調査なし）

農業産出額

農家１戸当たり
生産農業所得

山形県 全国 対全国比 全国順位

ｔ 1,319 ※ 112,975 － －

百万円 818 ※ 61,232 － －

R1
概算値

％ 145 37 － 3位

R1
概算値

％ 191 66 － 6位

生産量(R1)

山形県 全国 対全国比 全国順位 山形県

森林面積 R2 千ha 671 ※(25,048) － －

森 うち国有林 R2 千ha 355 ※(7,659) － －

森 うち民有林 R2 千ha 316 ※(17,389) － －

林 林 うち人工林 R2 千ha 125 ※(7,916) － －

・ うち天然林 R2 千ha 175 ※(8,747) － －

林 林業産出額 R1 億円 73.7 4,549.2 1.6% 20位 －
H2:145､H7:118､H12:85､H17:61､H22:82､H27:82､
H29:85、H30:83億円　ピークはH2の145億円

業 林 木材生産 R1 億円 27.1 2,294.0 1.2% 23位 －
H2:89、H7:68、H12:44、H17:25、H22:27、
H27:31、H28:31、H29:30億円、H30:30億円

栽培きのこ類 R1 億円 44.1 2,170.2 2.0% 10位 －
H2:54、H7:48、H12:38、H17:34、H22:54、
H27:51、H28:52、H29:53億円、H30:50億円

業 なめこ R1 億円 22.4 96.1 23.3% 1位 4,512.9ｔ
H2:22、H7:20、H12:15、H17:13、H22:23、H27:21、
H29:22億円、H30:25億円 生産量順位：R1 2位

えのきたけ R1 億円 3.4 252.1 1.3% 8位 1,358.1ｔ
H2:12.5、H7:11.4、H12:5.4、H17:2.8、H22:6.8、H27:4.7、
H29:3.5億円、H30:3.5億円 生産量順位：R1 9位

ひらたけ R1 億円 0.1 25.9 0.4% 15位 9.8ｔ H2:10.3、H12:2.9、H17:1.3、H22:0.6、H27:0.5、
H29:0.2億円、H30:0.2億円　生産量順位：R1 21位

まいたけ R1 億円 2.0 375.7 0.5% 9位 159.8ｔ
H12:2.5、H17:0.9、H21:1.4、H22:1.7、H27:1.9、
H29:1.2億円、H30:1.6億円　生産量順位：R1 10位

わらび R1 億円 － － － － 394.5ｔ 生産量順位：R1 1位

乾ぜんまい R1 億円 － － － － 1.1ｔ 生産量順位：R1 4位

生産林業所得  R1 億円 － 2,645.2 － －
（県）H17:41.1、H21:43.7、H22:39.9、H24:35.9、
H25:38.2、H26:41.6億円 ピークはH2の110.1億円

林家戸数  R2 戸 17,073 690,047 2.5% 15位
S45:49,904､S55:49,889､H2:46,521､H17:20,257､
H22:20,320、H27:19,351戸 ピークはS45の49,904戸

新規林業就業者数  R2 人 48 － － －
H22:65、H23:40、H24:51、H25：57、H26：58、
H27：56、H28：48、H29:63、H30:60、R1:66人

生産量(R1)

山形県 全国 対全国比 全国順位 山形県

海面漁業経営体数 H30 経営体 284 79,142 0.4% 38位/39
S63:661、H5:628、H10:548、H15:504、
Ｈ20:416、H25:359　ピークはS29の1,015

水 内水面養殖業経営体数 H30 経営体 60 2,704 2.2% 13位
H5:152、H10:106、H15:78、Ｈ20:99、
Ｈ25:76　ピークはS54の363

産 漁業就業者（海面のみ） H30 人 374 152,082 0.2% 39位/39
S58:1,751、S63:1,326、H5:1,010、H10:897、
Ｈ20:600、H25:474　ピークはS29の5,086人

業 H30 ％ 52.4 38.3 －

海面漁業・養殖業産出額 R1 億円 19.6 13,483 0.1% － 3,686ｔ
H17:28、H22:27、H27:27、H28:29、
H29:25,H30:21億円
※山形県は海面漁業のみ

内水面漁業・養殖業産出額 R1 億円 4.5 1,189.6 － － 515ｔ
H17:9.8、H22:8.7、H27:8.3、H28:7.8、H29:7.4、
H30:6.2億円　※水産振興課調べ

食
料
自
給
率

農産物等の輸出
山形県：６次産業推進課調べ
※全国：農林水産省「農林水産物輸出入概況（2020）」のうち
「果実＋野菜＋米（援助米除く）＋牛肉＋豚肉」の合計

R2

漁
業
労
働
力

うち65歳以上比率

林
業
労
働
力

H15:131、H16:122、H17:128、H18:133、H19:132、
Ｈ20:133、H21:134、H22:139、H23:132、H24:133、
H25:136、H26:142、H27:142、Ｈ28:139、H29:137％、H30:135％

H15:172、H16:158、H17:152、H18:162、H19:154、
Ｈ20:153 、H21:165、H22:168、H23:159、H24:174、
H25:169、H26:156、H27:163、Ｈ28:168、H29:173％、H30:181％

単位 備　　　　考

産　　出　　額　　等

生　　産　　額 　等

山形県：「山形県林業統計（令和２年度）」
（R4年3月）
※全国はH29年：林野庁「森林資源現況調
査」（H29年3月31日現在）
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食料自給率(カロリーベース)

食料自給率(生産額ベース)
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１  専門職大学の設置理由  

（ １ ） 本県農林業の現状と 人材面における 課題 

山形県では、 豊かな自然条件など を活かし 、 多彩で良質な農林水産物の生産が行わ

れている 。  

一方で、 農林業を取り 巻く 社会経済情勢は大き く 変化し てき ている 。 農林業従事者

の減少・ 高齢化によ り 、 今後更なる １ 経営体当たり の経営耕地面積の拡大等が見込ま

れる 中、 農林業人材は高度な経営知識を身に付ける こ と が不可欠と なってき ている 。

ま た、 規模拡大に対応する ためにも 、 企業的な経営を実践する 農業法人の育成が重要

と なっている 。  

Ｔ Ｐ Ｐ など 経済連携協定の進展や、 労働力不足に対応する ための外国人材の活用な

ど、農林業のグロ ーバル化が進んでいる が、こ れに対応する ため、外国語（ 特に英語）

の習得、 海外情勢の分析、 Ｇ Ａ Ｐ や森林認証など の国際標準の取得など が必要になっ

てき ている 。  

Ｉ oＴ やＡ Ｉ など の新たな技術が進展する 中、先人が培ってき た高度な技術の継承と

と も に、 日々進歩する 新たな技術についても 修得する 必要が出てき ている 。  

食生活の多様化への対応のため、 消費マーケッ ト を見据えた、 加工、 流通、 販売、

６ 次産業化などの幅広い知識が必要と なっている 。  

ま た、 林業に関し ては、 利用期を迎えた人工林が増大する 中、 森林資源の循環利用

と 森林の公益的機能の持続的な発揮に対する 期待が増大し ており 、 森林の適切な経営

管理を確保する ため、 経営能力の高い林業経営体と それを担う 人材の育成が必要と な

っている 。  

こ う し た状況の変化がある 中で、 本県の農林業について、 今後も 強みを伸ばし 、 持

続的に発展さ せていく ためには、 様々な情勢の変化・ 課題に対応し ていく こ と ができ

る 農林業経営と それを支える 高度な人材の育成が不可欠である 。  

 

（ ２ ） 本県農林大学校の現状 

現在新庄市に設置し ている 農林大学校は、 その前身と なる 県立の農業試験場経営伝

習農場が昭和 30 年に創立さ れて以来、こ れま で専修学校化や林業経営学科等の新たな

学科の設置など、 本県における 農林業人材の教育機関と し て機能強化を図ってき てい

る 。  

こ の間、 県内唯一の農林業者の育成機関と し て、 専門的な技術と 知識を教授し 、 こ

れま でに総数 3, 400 名の卒業生を世に送り 、 卒業生は県内各地で中核的な農業者と し

て、 又は農林業現場の即戦力と し て幅広く 活躍し ている と こ ろであり 、 農林業経営者

によ る 農林大学校卒業生への採用ニーズも 根強く ある と こ ろである 。  

し かし ながら 、 農林大学校は生産現場で活躍でき る 人材（ ト ッ プラ ンナー） を 養成

する 機関であり 、 即戦力と し て活躍する ために必要な専門的な技術と 知識を中心に教

育する こ と に重点を 置いている ため、 今後本県農林業の発展に欠かせない高度な農林

業経営を実現する ために必要と なる 経営管理能力や新ビジネス の創出につながり 得る

他分野の専門知識、 グロ ーバル展開に必要な能力の修得については、 十分に対応でき
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ていない状況にある 。  

 

（ ３ ） 専門職大学を設置する 意義 

上記の課題を力強く 乗り 越え、 今後 10 年、 20 年以上にわたり 、 本県が、 東北地方、

更には我が国の農林業を けん引する 先進地と し て発展を遂げ、 「 食料供給県山形」 と

し て存在感を更に高め、 「 やま がた森林ノ ミ ク ス 」 を力強く 推進し ていく ためには、

こ れに必要と なる 農林業人材の基盤を構築し ていく こ と が不可欠である 。  

ま た、 本県においても 人口の社会減少が進む中で、 県内外から 多く の若者を本県農

林業に引き 寄せ、 その定着を図る こ と によ り 、 農林業を核と し た「 やま がた創生」 、

「 地方創生」 を進める 必要がある 。  

専門職大学は、 こ れら を担う 拠点と し て、 次のよ う な観点から 、 本県農林業の発展

及び地域の活性化に貢献する 新たな教育研究機関と し て、 大いに意義がある も のと 考

え、 設置する も のである 。  

 

① 本県発の東北、 日本を 牽引する 農林業経営者（ ス ーパート ッ プラ ンナー） の育

成 

本県の先進的な農林業経営や高度な栽培技術を生き た教材と し ながら 、 経営感

覚と 現場感覚に優れ、 理論に裏付けら れた実践力を 備え、 グロ ーバルな視野と ロ

ーカルな視点を併せ持った農林業人材を育成する 。  

 

② 農林業の現場に貢献する 研究 

農林業の現場への普及を 見据え、 本県の試験研究機関における 研究開発に連携

し て取り 組み、 その成果を地域（ ロ ーカル） に還元する こ と で農林業の成長産業

化に貢献する 。  

 

③ 農林業によ る 「 やま がた創生」 「 地方創生」  

農林業を中心と し た地域課題の解決に向けた研究や実践を担い、 地域の活性化

に貢献する 。  

 

（ ４ ） 専門職大学と 本県農林大学校の関係 

現在の専修学校と し ての農林大学校は、 生産現場で活躍でき る 人材（ ト ッ プラ ンナ

ー） を育成する 教育機関と し て引き 続き 存置する も のと する 。 同時に、 農林大学校を

専門職大学の附属校と 位置付ける こ と によ り 、  

①農林大学校卒業生のう ち一定の成績等の条件を 満たし た者について、 専門職大学

（ ３ 年次） への編入学を認める （ 内部進学枠の制度化） 、  

②生産技術の講義や実習について、 専門職大学と 農林大学校が連携し て実施でき る

も のは連携し て行う 、  

③施設については、 各々の教育・ 研究に支障のない範囲で共同利用を可能と する 、  

こ と などによ る 農林大学校と 専門職大学の連携強化を図る と と も に、 効率的な学校運
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営を図る 観点から 、 両者を一体的に運営する も のと する 。  

 

２  専門職大学の概要  

（ １ ） 大学の名称 

大学の名称は、 「 農林業」 や「 経営」 など、 １ （ ３ ） の専門職大学を設置する 意

義に示し た農林業経営者の育成に向けた教育内容を簡潔、 的確に表現でき る 適切な

名称を引き 続き 検討する 。  

 

（ ２ ） 学部学科構成 

効率的な大学運営を行える 学部学科体制と する と と も に、 多様な農林業を学べる

機会を提供する こ と を検討する 。 具体的な内容については、 カリ キュ ラ ムの検討と

並行し 、 今後検討する 。  

学部学科の名称は、 大学の名称と と も に引き 続き 検討する 。  

 

（ ３ ） 入学定員 

今後、 本県を含め、 全国的に 18 歳人口の減少が進行し ていく 中にあっても 、 専門

職大学及び農林大学校における 質の高い入学者の安定的な確保と 持続可能な学校運

営の両立を将来にわたり 図る 必要がある 。 そのためには、 県内のみなら ず県外から

の入校者の確保及び卒業後の県内定着促進策等の本県の政策努力と 相ま って、 将来

を見通し た適正規模の定員設定が重要である 。  

具体的な定員については、 卒業生の主な進路先が農林業現場と なる こ と から 、 専

門職大学と 農林大学校と を合わせ、 その規模を検討する 必要がある 。  

本年７ 月に本県を含む東北６ 県及び新潟県の高校生を対象に実施し たアンケート

では、 175 名の高校生が本県の農林業系専門職大学へ進学し てみたいと 回答し た。  

一方、 本年８ 月に本県の農林業経営者等を対象にし て実施し たアンケート では、

67 事業所が本県の農林業系専門職大学の卒業生を採用し たいと 回答し た。 ま た、 今

後の採用方針については、 毎年安定的に採用し たいが 47 事業所、 ある 程度安定的に

採用し たいが 92 事業所である こ と から 、 今後も 50 名程度の採用予定が継続的に見

込ま れる 。 その他、 本県では自営就農が毎年度 100 名程度いる 。  

その他に留意すべき 点と し て、  

①学生同士の学び合いの機会を確保する 観点から 、 既存の大学の内、 小規模な大

学（ 米沢栄養大学（ 42 名） など） の定員規模を参考と する こ と 、  

②専門職大学設置基準において、同時に授業を行う こ と ができ る 学生の数が 40 人

以下と さ れている こ と 、  

③全国的に少子化が進行し ており 、 本県における 18 歳人口の今後の趨勢（ 令和元

年度 10, 616 名→令和 10 年度 8, 748 名） などにも 留意する 必要がある こ と 、  

④社会人など も 含めた多様な入学ニーズに留意する 必要がある こ と  

が挙げら れる 。  

こ れら を踏ま え、 専門職大学の１ 学年の定員は 40 名程度と する 。  
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ま た、 専門職大学と 一体的に運営する 農林大学校の定員についても 、 専門職大学

の設置に伴い見直すこ と と する 。 現在の農林大学校の定員は 60 名である が、  

①近年の入学者数の動向（ 平成 30 年度 54 名、 令和元年度 60 名） 、  

②本年７ 月に農林大学校の在校生を対象と し たアンケート では全 111 名中 19 名の

学生が、 高校卒業時に農林業系専門職大学が設置さ れた場合、 農林業系専門職

大学に進学し たいと 回答し たこ と 、  

③本県における 18 歳人口の今後の趨勢、  

④学生同士の学び合いの機会を確保する 観点、  

を踏ま えれば、 農林大学校の見直し 後の定員については、 専門職大学と 同様の定員

規模が必要である と 考えら れる こ と から 、 １ 学年 40 名程度と する 。  

 

学校種 修業年限 入学定員 収容定員 

専門職大学 ４ 年 40 名程度 160 名程度 

専修学校（ 農林大学校）  ２ 年 40 名程度 80 名程度 

  
80 名程度 240 名程度 

 

３  教育研究の内容  

（ １ ） 教育目標 

以下の教育目標に基づき 、 様々な情勢の変化・ 課題に対応し 、 農林業経営を支え

る こ と ができ る 、 郷土愛を持った高度な人材の育成を目指す。  

 

① 将来を見通し た経営 

生産技術はも と よ り 、 経営やマーケティ ング・ 法律など の知見を持ち、 自己の

経営を 客観的に分析し 、 発展の方向性を定め、 中長期的視点でビジョ ンを策定で

き る と と も に、 組織をマネジメ ント でき る 人材を育成する 。  

 

② 消費マーケッ ト を見据えた需要・ 市場開拓 

作る だけではなく 流通・ 販売ま での幅広い知見及び国内外への広い視野を持ち、

市場動向の分析、輸出等の新市場開拓、Ｇ Ａ Ｐ の取得など、最前線の動き を捉え、

需要を つかみ、 創り 出すこ と で、 積極的に国内外の販路を開拓する こ と ができ る

人材を育成する 。  

 

③ 高度で先進的な生産技術 

理論と 現場での実践に基づき 、 世の中の変化に対応し 、 Ａ Ｉ やド ロ ーンなどの

新たな技術を取り 入れながら 、 生産性・ 収益性の高い農林業を実践でき る 人材を

育成する 。  

 

④ 幅広い教養を持つ地域のリ ーダー 

専門分野にと ら われない幅広い教養、 柔軟な発想・ 応用力に加え未来を 見通す
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力など を身に付け、 地域を牽引でき る 人材を育成する 。  

 

（ ２ ） カリ キュ ラ ムの編成方針 

上記の教育目標を達成する ため、 専門職大学の設置基準に定めら れた科目毎に、

以下の方針に基づき 、 カリ キュ ラ ムを編成する 。  

専門職大学では、 卒業単位の概ね３ 分の１ 以上が実習で、 その半分程度が企業等

での臨地実務実習と さ れている こ と から 、 ４ 年間で効果的に知識・ 技術を修得でき

る よ う 、 講義、 校内実習、 臨地実務実習のカリ キュ ラ ムを組み立てる も のと する 。  

 ア 基礎科目 

地域を牽引する 農林業者と し ての幅広い教養を修得する 。  

○ 一般的な教養や、 コ ミ ュ ニケーショ ン能力、 自分で考える 力、 地域の伝統文化 

 などについての基礎的な知識を修得する 。  

○ 海外への販路開拓や外国人と の交流にも 対応でき る 英語力を修得する 。  

 

 イ  職業専門科目 

   農林業生産に必要な理論的かつ実践的な能力及び経営発展に必要な能力を修得す

る 。  

○ 高度な生産技術・ 理論を身に付ける と と も に、 先進的な技術を身に付け、 生産

性・ 収益性が高い技術を修得する 。  

○ 将来を見通し た農林業経営に必要と なる 経営力（ 財務管理、 生産管理等） を身

に付ける 。  

○ 消費マーケッ ト を見据えた、 生産、 加工、 流通、 販売を行う 能力を修得する 。  

○ グロ ーバル展開を見据えた能力（ Ｇ Ａ Ｐ 、 森林認証など の国際認証など ） を修

得する 。  

〇 フィ ールド ワ ーク など を通じ て、 農林業を中心と し た地域（ ロ ーカル） の課題

を解決する 能力を修得する 。  

○ 臨地実務実習を含め、 実践的な農林業技術を修得でき る よ う 十分な実習時間を

確保する も のと する 。 学生自ら が課題を設定し 、 自ら 工夫し て取組む仕組みを検

討する 。  

○ 海外の大学と 協定を結ぶなど によ り 、 海外の農林業系大学のプロ グラ ムを 受講

する 機会を提供し 、 グロ ーバルな視点を持って農林業経営を構想する 能力を修得

する 。  

  ＜臨地実務実習＞ 

山形県は４ 地域において、 それぞれの地域の特性を活かし た特色のある 農林業が

展開さ れている 。  

専門職大学制度において義務付けら れている 、 農林業者等の下で行う 長期の実務

実習（ 臨地実務実習） については、 市町村や農林業関係団体と も 協力し 、 ４ 地域各

地において優れた農林業を展開する 実習先を確保する 。  

学生が学びたい実習先を選択でき る 、 複数箇所で学べる 、 現場で生の生産技術や

資料３
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農林業経営、 更には経営者の人間力など を学べる など、 効果的な実施方法、 実習内

容を検討する 。  

 

 ウ  展開科目 

関連する 他分野の応用的な能力を学び、 農林業分野において創造的な役割を果た

すために必要な能力を修得する 。  

   分野の例： 醸造学、 発酵学、 社会福祉論、 栄養学、 広告論、 金融理論など 

 

 エ 総合科目 

修得し た知識及び技能等を総合し 、 農林業を担う ための実践的かつ応用的な能力

を修得する 。  

例： 経営実践演習 

 

 オ 教育課程連携協議会 

農林業界、農林業関係業界及び地域社会のニーズを反映し た教育課程にする ため、

県内農林業経営者や関係団体、 関係自治体などを 構成員と し た教育課程連携協議会

を設け、 その意見も 踏ま えながら 、 教育課程の編成・ 実施・ 評価を行う 。  

 

（ ３ ） 本県試験研究機関と の連携 

生産技術等の優れた研究業績を有し 、県内各地に所在する 試験研究機関について、

大学の実習地と し ての協力、 共同研究など、 本県農林業の発展に向け連携する 。  

 

４  教育研究の体制  

（ １ ） 教員組織 

① 教員組織の編成方針 

教育目標を実現する ため、 充実し た教育と 研究の促進が図ら れる 教員組織を編

成する 。  

なお、 教員の確保にあたっ ては、 他の大学と のク ロ ス アポイ ント メ ント ※につ

いても 検討する 。  

ま た、 専門職大学と 農林大学校の間で可能な範囲で教員の連携を検討する 。  

※ク ロ ス アポイ ント メ ント  

  研究者等が大学、 公的研究機関、 企業の中で、 二つ以上の機関に（ 例えば、 一方を常勤、

他方を 非常勤と し て） 雇用さ れつつ、 それぞれの機関における 役割に応じ て研究・ 開発及

び教育に従事する こ と を可能にする 仕組み。  

 

② 教員体制の内容 

○ 配置は、 教育組織の規模（ 定員等） 、 教育課程（ 科目、 修得単位数等） 、 教育

方法（ 授業規模等） など に応じ る 。  

 

資料３
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○ 職位（ 教授、 准教授、 講師、 助教） の設定は、 教育に係る 役割分担と 責任の所

在の明確化の観点から 適切に行う 。  

 

○ 専門職大学の４ つの科目（ 基礎科目、 職業専門科目、 展開科目、 総合科目） の

連携を 図る ため、 体系的な教育課程の編成に合わせた科目間の一貫性と 連続性を

考慮し た教員の配置を行う 。  

 

○ 教育研究の連続性と 活性化を図る ため、 教員の年齢構成や教育・ 研究面のバラ

ンス に偏り が生じ ないよ う にする 。  

 

○ 教育経験のある 教員、 博士号の学位や研究実績のある 教員、 実務経験のある 教

員など 教員間のバラ ンス を考慮する 。  

 

（ ２ ） 入学者の選抜方法 

入学者の多様性や学ぶ意欲の高い学生を確保する ため、入学者の選抜については、

一般入試を基本と し ながら 、 高校生など を対象と し た推薦入試（ 公募、 指定校、 地

域内等） 、 農林大学校や他大学の学生などを対象と し た編入学、 社会人入学など、

多彩な方法を設ける こ と を検討する 。  

なお、 入学者の募集に際し ては、 山形県内から だけではなく 、 県外から も 広く 志

願者が集ま る よ う な大学を目指し ていく 。  

 

（ ３ ） 施設・ 設備 

専門職大学の施設については、 設置基準に基づく 施設整備や県産材の積極的な利

用に加え、 以下の視点も 踏ま えながら 検討する 。  

 

① 教育目標を実現する ための施設等の整備 

 教育目標の実現のため、 教育課程を踏ま えた充実し た教育研究活動を展開でき

る 施設等を整備する 。  

 

② 魅力ある 施設等の整備 

 優れた学生及び教員の確保を図る ため、 質の高い教育・ 研究が可能と なる 教育

研究施設等の導入など、 魅力ある 施設等を整備する 。  

 

③ 地域と の連携に資する 施設等の整備 

 地域に開かれた大学と し て、 リ カレント 教育等のための施設等を整備する 。  

 

④ 効率的な施設等の整備 

 ラ ンニングコ ス ト の縮減を図る と と も に、 既存の施設等を有効に活用する など

効率的な整備を図る 。  

資料３
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⑤ 環境に配慮し た施設等の整備 

 環境配慮型の校具や省電力の機器等を整備する 。  

 

⑥ 農林大学校の施設整備 

 農林大学校については、 専門職大学の施設整備を契機と し て、 専門職大学と の

一体的な施設の再整備について検討する 。  

 

（ ４ ） 設置場所の考え方 

専門職大学の設置場所については、 以下の視点を踏ま え検討する 。  

 

① 教育目標、 教育課程等の実現性 

 実践的かつ応用的な能力を展開さ せる と いう 専門職大学の目的及び今後の農林

業を担う 高度な人材を育成する ために設ける 教育目標、 教育課程の確実な達成、

本県の多様で魅力ある 農林業の活用に適し た地域 

 

② 教育、 研究実績の活用 

 県立農林大学校が長年にわたり 行っている 実践的な教育の蓄積や、 県の試験研

究機関や４ 地域の総合支庁に設置さ れている 産地研究室で行っている 研究の蓄積

などを活用し 、 更に拡大、 発展でき る 地域 

 

③ 既存施設等の有効活用 

 生産の実習など 、 実践的な教育が必要と さ れる 専門職大学である ため、 県立農

林大学校の圃場をはじ め、 既存施設の有効活用を 図り ながら 、 費用対効果を高め

つつ、 魅力ある 施設等の整備が図れる 地域 

 

④ 地元の支援、 協力 

 臨地実務実習の場の提供や実務家教員の派遣など、 専門職大学の運営に協力す

る と と も に、 地域活性化につながる よ う 地域一丸と なって取り 組むなど、 地元の

支援や協力が期待さ れる 地域 

 

⑤ 設置地域の発展性等 

 専門職大学の設置を契機と し て、 地域の活性化が特に期待でき る 地域 

 

５  地域貢献・ 大学等と の連携  

（ １ ） 地域と の連携や貢献 

① 専門職大学の教育研究機能を活用し 、 産学官連携のも と 農林業施策や地域課題

の研究機関と し て広く 地域社会の課題解決に貢献する こ と を目指す。  

 

② 体系的、 継続的なリ カレ ント 教育や農林業者の経営のス テージに応じ た研修教

資料３
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育、 公開講座など、 多様な学習の機会や情報の提供に努める 。  

 

③ 大学施設を積極的に開放し 、 地域に開かれた大学と し て、 地域社会と 様々な分

野での交流を推進する 。  

 

④ 地域と 連携し 、 専門職大学発・ 専門職大学生発の農林産物（ 加工品） の生産、

流通、 販売の取組みやよ り 実践的な起業化、 ベンチャ ー企業の創出を促す。  

 

（ ２ ） 県内定着に向けた学生への支援 

① 将来を担う 優秀な学生の学費負担を軽減し つつ、 県内定着の促進を図る ため、

農林業関係機関と 連携し 、 卒業後の一定期間、 県内において農林業に従事する こ

と 等を条件と し た給付型就学資金等によ り 支援する こ と を検討し ていく 。  

 

② 卒業後の学生が、 県内で新規就農・ 就業（ 林） し やすいよ う な仕組みを、 農林

業関係機関と 連携し 検討し ていく 。 ま た、 卒業生の就農・ 就業（ 林） 後も 、 専門

職大学がフォ ロ ーアッ プでき る 体制について検討し ていく 。  

 

（ ３ ） 国際交流 

   学生への海外研修の機会の提供や外国人留学生の受入れ態勢の整備を行い、 海外

の大学と 協定を結ぶこ と などによ り 国際交流の促進について取り 組む。  

 

（ ４ ） 他大学等と の連携 

   他の大学等と の相互交流や相互の強みを活かし た連携を深める こ と によ り 、 教育

研究の拡大や活性化に努め、 学生の教育環境の充実を図る 。  

 

６  開学の時期  

  今後、 基本計画を策定し 、 文部科学省への認可申請、 審査、 大学の設置に必要な施

設の整備など 準備を 進めていく こ と になる が、 それら の期間を踏ま え、 可能な限り 早

期の開学を目指す。  

 

７  大学設置運営主体  

  大学運営については、 県直営のほかに公立大学法人制度での運営など がある が、 農

林業の担い手養成は農林業振興政策の主要な柱の一つであり 、 大学開学後も 、 県と し

て責任を持って農林業人材の育成を行い、 農林業の振興や農林業経営体の発展を図っ

ていく 必要がある こ と から 、 県直営を基本に検討し ていく 。  

資料３
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最上地域への専門職大学の早期設置に

係る 要望書

平成 31年3月28日
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最上地域は、 県内で唯一4年制大学がなく 、 若者の地域外への流出の大き

な要因と なっ ており 、  4年制大学の設置は若者定着や地域活性化を 目指す当

地域の長年の悲願である 。 ま た、 地域の主産業である 農林業の高齡化や担い

手不足は大変厳し い状況にあり 、 魅力ある 農林業経営の実践者を 増やし 、 農

林業のやり がいや楽し さ や、  6次産業化なビビジネス と し ての大き な可☆断生

を若い世代に伝え、 若者の定着を促進し ていく 陸要がある 。

県においては、 農林業の未来を 担う 高度な人材を 育成する ため、 今般、 東

北初と なる 専門職大学設置に向けて、 大学基本構想の策定に取り 組んでいく

こ と と さ れたと こ ろである 。 こ の専門職大学は、 高い経営力・ 実践力によ り

競争に打ち勝つこ と のでき る 優れた農林業経営の実践、 さ ら には幅広い視野

や発想力によ り 農と 林を 起点と し た新たなビ ジネス 展開なビ 、 こ れから の地

域産業の持続的な発展を 支える 人材を 育成する 基盤と なる 。 こ れは若者に大

き な夢と 希望を与える と と も に、 地域全体の活力・ 賑わいの創出にも 大き く

貢献する も のである 。

最上地域では、 こ れま で長年に亘り 、 農林業経営者等が実習の灸け入れや

事例研究への協力なビ 、 農林大学校の運営に様々な面で密に速携し てき たと

こ ろである 。 我々は、 こ のつながり を 活かし て、 実習の場の提供や実務家の

講師派遣なビ 、 専門職大学の運営に協力する と と も に、 地域活性化につなが

る よ う 最上地域一丸と なって取り 組んでいく 所存である 。

ついては、 最上地域へ農林業の専門職大学を 早期に設置さ れる よ う 要望す

る 。

最上地域への専門職大学の早期設置に係る 要望書
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「 山形の、 そし て口本の農林業を 牽引する

専門職大学を山形に! 」 プロ ジェ ク ト

平成 31年2月

有志一

12日

同

3艾.  j 乞、 ヨ 遜 意
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本県では、 平成 30年11目に「 全国農業担い手サミ ッ ト i n やま が

た」 を開催し 、 本県の今後を担う 若手農業者が全国の担い手と と も に、

競争力が高く 魅力ある 産業と し て持続的に発展する たく ま し い農業と

日本の豊かな木来の創造を目指すこ と を宣言し た。

ま た、 林業では、 オール山形で「 森林ノ ミ ク ス 」 によ る 林業振興と

地域活性化に取り 組んでき ている 中で、 新たに森林の適切な経営管理

を促す森林経営管理制度が開始さ れる 。

こ れら に積極的に取り 組み、 本県の基盤である 農林業を、  50年後、

100年後も 維持、 発展さ せていく ためには、 農林業を 担う 新たな人材

の育成に向け、 そのビ ジョ ンをし っかり と 描いてぃ く こ と が喫緊の課

題である 。

こ れから の農林業の中核的な担い手には、 国際自由貿易にも 対応し

た世界的な視野を持っと と も に、 幅広い経営能力を備え、 国内。 国際

競争にも 立ち向かっていける 能力が求めら れてぃ る 。

折し も 政府において、 農林業をはじ めと する 専門性が求めら れる 職

業を 担う ための実践的かっ応用的な能力を育成する ため、 専門職大学

制度が創t艾さ れたと こ ろである 0

こ う し た政府の動き を 踏ま え、 本県の直面する 将来の農林業の中核

的な担い手確保に向け、 いち早く 対応し ていく こ と カヲ 金く 求めら れる 0

こ のため、 県内各界各層の有志が力を 結集し 、 世界を術瞰し っつ、

農林業を通じ た地域活性化に貢献でき る 人材の育成機関と し て、 日本

を代表する 専門職大学の山形への設置に向け、 「 山形の、 そし て日本の

農林業を牽引する 専門職大学を山形に! 」 プロ ジェ ク ト を立ち上げ、

その実現を目指すも のである 。

趣 書t艾立 意
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山形農業協同組合代表理事組合長

さ がえ西村山農業協同組合代表理事組合長

庄内たがわ農業協同組合代表理事組合長

山形県農業法人協会会長

山形県地域営農法人協議会会長

山形県指導農業士会会長

山形県認定農業者協議会会長

最上地域農業法人研究会会長

最上地域農業法人研究会幹事

最上地域農業法人研究会監事

最上地域農業法人研究会会員

県立農林大学校同窓会会長

県立農林大学校同窓会顧問

山形県森林協会会長理事

山形県木材産業協同組合理事長

公益財団法人山形県水産振興協会理事長

山形県土地改良事業団体速合会会長理事

新庄市長

金山町長

最上町長

舟形町長

真室川町長

大蔵村長

鮭川村長

戸沢村長

板垣平治郎

柴田j 青志

黒井徳夫

平田勝越( ( 有) 山形川西産直センタ ー)

佐藤勝良( ( 農) フ, ーム 吉剛

土屋喜久夫

五十嵐一雄( ( 有) 鶴岡協同ファ ーム)

栗田義夫( ( 有) ク リ タ 園芸)

長澤光芳( ( 有) 舟形マッ シュ ルーム)

熊谷市夫( ( 有) 熊谷園芸)

阿部高雄( ( 農) オーク フ , ーム )

庄司茂

津藤次雄

細野武司

阿部昭

佐藤正明

佐貝全健

山尾順紀

鈴木洋

高橋重美

森富広

新田隆治

カロ 藤正美

元木洋介

渡部秀勝

志
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